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社会科教育分科会
公民教育論序説（二・完）　　　’
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（三）公民教育の構造

前号において公民の観念を一瞥したが，以下においては，公民教育が如何なる構造をもつか，そ

の輪郭を素描してみたい。ここでは，論述の基礎を主として，中学校学習指導要領の公民的分野

に求める。公民的分野がその内容の対象として挙げるものは，大別して，家族，社会，国家の三

種に分けられるであろう。

社会においては，経済生活が中心として取扱われ，国家は憲法学習および平和学習の対象とさ

れる。

1）家族，新指導要領（以下新要領と略）は現行指導要領と異なって，教育内容において家族

生活の取扱いが著るしく比重を高めている。それは，後者においては，「現代の社会生活と文化」

の項目の一構成部分にすぎぬ「家族生活」が，前者においては，独立の大項目を形成し，かっ，

公民的分野の冒頭におかれていることからも容易に推察される。文部省は，家族生活の取扱いの

重視の理由として，「公民的分野の基本的ねらいである個人というもの，そして，この個人と集団

との関係というものを……（子供達に）……しっかり考えさせていく」こと，お」よび，「急激に変

化発展していく社会状勢の中において……家族生活の機能」が改めて考えなおされねばならぬ現

代という時期の二点を挙げている。すなわち，まず家族生活を媒介として，政治・経済の働きを

@　　　　　　　　　　　　　1）
揄�ｳせようというのである。

家族は，新要領の指摘する如く，「血縁で結ばれた最も普辺的で基礎的な社会集団」であり，そ

の果たす機能は，包括的に表現すれば，「福祉の追求」にある。「福祉の追求」はもとより家族のみ
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
によって行なわれるものではなく，それを包摂する外部的諸集団によっても行なわれるが，外部

的諸集団の機能は家族による福祉実現の外的諸条件の整備に主として向けられるから，家族は第

一次的な福祉追求集団としての地位をもつ。家族のもつこの機能から，家族学習は必然的に経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
w習に結びつき，同時に福祉の配分をめぐって，社会集団と個人のあり方を児童生徒に理解させ

ることが可能となる。

家族は基礎的社会集団として国家・社会秩序の底辺を形成すると共に，この秩序によつて創設
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され，承認された規範によりその存在様式を基本的に規定される。この公認された家族生活の様

式が家族制度と呼ばれる。家族学習はこの面において政治学習と結合する。新要領が「家族制度」

を教育内容の一部にとり込んだのは公民教育の全体系の構成からみて妥当と云わなければならな

いo

家族制度と政治との連関に思いをいたす時，われわれは日本近代史における法典論争を頭にう

かべる。民法典施行延期派の闘将穂積八束は，「我が国は祖先教の国なり，家制の郷なり，権

力と法とは家に生れたり，……氏族と言ひ国家と言ふも家制（一家族制度）を推拡したるものに

過ぎず……万世一系の主権は天地と共に久し其の由る所或は祖先の教法家制の精神に渉るなきか」，

と述べて調繭係の（西欧法に基づく）法缶旺化に反対し，また当時の官僚は法缶U化がやむ認

ない場合は，出来得る限りそれを骸き1・し，近代的瀦意識の発生を阯するため・鯖の方

面で善くしまつをつける」運動を行なって教育勅語の発布を導いた。家族制度は民法典の外に成
　　　　　　　　　　　6）
ｧした国家・社会秩序によって支えられ，教育を通して，国民の中に伝幡し，定着していったので

ある。従って新要領が改正前の民法の下における「家」制度との比較において，現在の個人の尊　　・

厳と両性の本質的平等を原理とする家族制度を理解させることを説いているのは，まことに妥当

であるが，なお，旧法下にお’ける家族生活と国民教化の関係も多少ふれる必要があるかと思う。

2）臨社会とは一義的に定義しにく・観念である力稼族が囎とそれに基づく愛情郵

心として「福祉」を追求する集団とみるならば，社会は利害を中心として展開する生産の場と云

えよう。新要領の「社会生活」と「経済生活」の二大項目は，主として生産の場としての社会を
　　　8）
w習の対象としている。社会学習に関し現在最も問題となっているのは公害の取扱いである。周　　　　　　　　　　9）知の如く，文部省は公害対策基本法などの公害関係法の改正と歩調を合せ，昭和46年1月20日，

新要領（小中共に）の改定を行ない，「経済発展と国民福祉の調和」という考えをすてて，公害か

ら国民の健康と生活環境を守ることを強調する「生活優先」を公害学習の基調とした。また，文

部省は各地域の実態に即した公害学習に教師が力をいれることを，「学習指導要領のワク内」にお

いてという留保の下に，自由とした。
　　　　　　　　　　　　　　10）公害は現実には産業公害として現われる場合が最も多い。それは，云うまでもなく最大限利潤

追求を図る資本主義的企業経営に基因する。従って，公害防止の規制力を個別資本それ自体の中　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）に求めることは不可能事ではないにせよ，きわめて効果のないものと云わねばならない。公害の

規制者としての国家および地方公共団体の役割がここで重視されることになるのである。改定新

要領が，従前のそれになかった国家および地方公共団体の公害防止における役割を言及している

のは妥当である。もとより，国家による公害規制を如何に評価するかの問題が残る。私的独占体

の経営組織と国家の行財政組織の癒着の関係をもつ現代資本主義（一所謂国家独占資本主義）に

おいては，国家の公害規制は，イ）私企業の生産醐の職。張間資本に必要な労働力の確

保・ハ）公害防止を要求する住民の世論や運動を考慮して，生活環境と産業界の利害の調和点を

さがし社会不安の拡大を阻止する，にあるという見解も存在する。

これも一面の真理を示すであろう．しかしながら激育の場に狸いて国家（及び地方公共団体）
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を企業の ﾐ緒としてのみ取扱うことは許されな・・し，また正しくもない．国民主権下の公賄

成という社会科の大目的からして・国民1よ常に国家の主体的形成加なけれ1まならぬことを教師

は教育せねばならぬ・公害関係法曙議において，時に一部の勤の主張力・強引に通り，あたか

も・国家が企業防衛に奉仕するという観を提示することもあ硫そうした諦Uはかえって潤

民の政治参与とは何か，という問題の教材となろう。

3）国家・新要領において・国家の問題は未だ独立のテーマとして表面に出てはいない。

新要領は憲法学習と平和学習を通して，生徒に国家像を把握させようと試みている。国家は＿

つのものではなく・そのようなものとしては存在せず，・“国家・が劾しているもの1ま沢山の特

殊な諸制度であり・それらが一緒になって国家の現実を構成し，そしてそれらは所謂国家体系の

諸部分として相互作用する P4）という指摘は・国家を機能としてのみ雛する思考であるにせよ，公民教育の場において国家理解を生徒にもたらす際，一応参考になるであろう。憲法学習は，憲

法内諸制度の鵬と作用・拡びそれら相互の連関を教授することにより，国家意罰・如何に形

成され・展開されるかを生徒に学びとっていかせねばならない。しかしながら，憲法学習は単な

る制度学習ではなく，制度を支える基本価値についての学習でもある。近代憲法が，権力の制約

と合理化を図り・国民に自由な政治生活過程を保障しようとしたのは，それによって国民の幸福

を確保するという大目的のためであった。日本国憲法の基本原則としてあげられる，基本的人権

の尊重，国民主権，平和主義はいずれも国民の幸福の確保に奉仕する原理である。国民の幸福の

確保とは・換言すれば・「人間人格の自由と尊厳」の保障にほかならない。憲法教育は常に憲法の

基本価値について教育であることを念頭に置かなければならない。憲法的諸制度の運用と相互連

関の中で憲法の基本価値が如何に実現されているかを知ることにより，生徒は，国家を単なる機

能としてではなく・単なる観念としてではなく，不可視的でありながらも一個の実体として感覚

し得るのではあるまいか。すなわち，国家は価値の実現態なのである。愛国心の教育も平和教育

も国家を離れては思考し得ないのである。国民は国家を媒介としてのみ世界に接し得るのであり，

平和は国家を通してのみ世界的に実現され得るのである。

まことに・国民は国家の主体的形成力として，国家の基底となるにも拘わらず，国家は時に国

民の生存を圧迫する行動に出て，しかも国民は国家的支配の外にあって自己の存在を維持するこ

とは出来ない。国家対国民の関係を律するこの大矛盾は容易に解き難い。

憲法教育は・日本国憲法の基本価値の学習を通して，この矛盾に如何に対処して行くかを生徒

にすこしでも考えさせねばならないのである。
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おわりに

筆者の思惟するところによれば新要領により規定されている公民教育の構成は・家族・社会

国家の諸問題を平板的に並列して教育せよという意図ではなく，家族・社会の諸生活の学習が国

家理解に関する政治生活教育に収敏されて行くことを意図しているとみられる・公民教育が国民

主権の下における公民のあり方をじっくり考えさせることを目的とするものである以上・当然そ

うならなければならない。

しかし，新要領は国家の問題を未だに正面には出していない趣をみる。昭和43年12月の文部省の

講習会において，筆者はこの点を梶哲夫調査官に質レた。梶調査官は国家を正面に出すことは反

論を大きくすると思い，避けた，という回答をした。これはなお筆者の記1意に残るところである。

しかし，国家は批難されるだけの対象なのであろうか。公民教育と国家とは切断され得ない重

要な関連を内在させている。

紙数の関係もあって，この問題は充分に論じられていないカ㍉いずれ，公民教育の各論的問題

を論ずる中で取扱いたいと思う。

終

（社会科研究室　前田光夫）


